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「
業

務
の

種
類

」の
欄

に
は

、時
間

外
労

働
又

は
休

日
労

働
を

さ
せ

る
必

要
の

あ
る

業
務

を
具

体
的

に
記

入
し

、事
業

場
外

労
働

の
対

象
業

務
に

つ
い

て
は

他
の

業
務

と
区

別
し

て
記

入
し

、労
働

基
準

法
第

36
条

第
１

項
た

だ
し

書
の

健
康

上
特

に
有

害
な

業
務

に
つ

い
て

協
定

を
し
た
場
合
に
は
、当

該
業
務
を
他
の
業
務
と
区

別
し

て
記

入
す

る
こ

と
。

「
延

長
す

る
こ

と
が

で
き
る
時
間
」の

欄
の
記
入
に
当
た
っ
て
は

、次
の

と
お

り
と

す
る

こ
と

。
�「

1日
」の

欄
に

は
、労

働
基
準
法
第
32

条
か
ら
第
32

の
5ま

で
又

は
第

40
条

の
規

定
に

よ
り

労
働

さ
せ

る
こ

と
が

で
き

る
最

長
の

労
働

時
間

を
超

え
て

延
長

す
る

こ
と

が
で

き
る

時
間

で
あ

っ
て

、1
日

に
つ

い
て

の
限

度
と

な
る

時
間

を
記

入
す

る
こ

と
。

�「
1日

を
超

え
る

一
定

の
期

間（
起

算
日

）」
の

欄
に

は
、労

働
基

準
法

第
32

条
か

ら
第

32
条

の
5ま

で
又

は
第

40
条

の
規

定
に

よ
り

労
働

さ
せ

る
こ

と
が

で
き

る
最

長
の

労
働

時
間

を
超

え
て

延
長

す
る

こ
と

が
で

き
る

時
間

で
あ

っ
て

、同
法

第
36

条
第

1項
の

協
定

で
定

め
ら

れ
た

1日
を

超
え

て
3箇

月
以

内
の

期
間

及
び

１
年

間
に

つ
い

て
の

延
長

す
る

こ
と

が
で

き
る

時
間

の
限

度
に

関
し

て
、そ

の
上

欄
に

当
該

協
定

で
定

め
ら

れ
た

す
べ

て
の

期
間

を
記

入
し

、当
該

期
間

の
起

算
日

を
括

弧
書

き
し

、そ
の

下
欄

に
、当

該
期

間
に
応
じ
、そ

れ
ぞ
れ
当
該
期
間
に
つ
い
て
の

限
度

と
な

る
時

間
を

記
入

す
る

こ
と

。
②

の
欄

は
、労

働
基

準
法
第
32

条
の
4の

規
定
に
よ
る
労
働
時
間

に
よ

り
労

働
す

る
労

働
者（

対
象

期
間

が
3箇

月
を

超
え

る
変

形
労

働
時

間
制

に
よ

り
労

働
す

る
者

に
限

る
。）

に
つ

い
て

記
入

す
る

こ
と

。
「

労
働

さ
せ

る
こ

と
が
で
き
る
休
日
並
び
に
始
業
及
び
終
業
の
時

刻
」の

欄
に

は
、労

働
基

準
法

第
35

条
の

規
定

に
よ

る
休

日
で

あ
っ

て
労

働
さ

せ
る

こ
と

が
で

き
る

日
並

び
に

当
該

休
日

の
労

働
の

始
業

及
び

終
業

の
時

刻
を

記
入

す
る

こ
と

。
「

期
間

」の
欄

に
は

、時
間
外
労
働
又
は
休
日
労
働
を
さ
せ
る
こ
と
が

で
き

る
日

の
属

す
る

期
間

を
記

入
し

、事
業

場
外

労
働

の
対

象
業

務
に

つ
い

て
は

事
業

場
外

労
働

に
関

す
る

協
定

の
有

効
期

間
を

括
弧

書
き

す
る

こ
と

。

１ ２ ３ ４ ５
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Ｑ　パートタイマーにも、有給休暇を与える必要がありますか？

Ａ　いわゆるパートタイム若しくはアルバイト労働者であっても、一定の条件を満たせば年次有給休暇を与える必要
があります。ただし、週所定労働時間が30時間未満で、週の労働日数が4日以下の短時間労働者については比例
付与となり、付与日数がフルタイムの方と異なります。

Ｑ　振替休日と代休の違いは何ですか？

Ａ　「休日の振り替え」とは、予め休日と定められていた日を労働日とし、そのかわりに他の労働日を休日とすることを言
います。これにより、予め休日と定められた日が「労働日」となり、そのかわりとして振り替えられた日が「休日」となります。
従って、もともとの休日に労働させた日については「休日労働」とはならず、休日労働に対する割増賃金の支払義務も
発生しません。
　一方、いわゆる「代休」とは、休日労働が行われた場合に、その代償として以後の特定の労働日を休みとするもので
あって、前もって休日を振り替えたことにはなりません。従って、休日労働分の割増賃金を支払う必要があります。

Ｑ　我が社では従来、希望者にのみ給料を銀行振込にしていたのですが、事務経費削減のため、全社員を対象にし
たいと思います。この場合、注意する点はありますか？

Ａ　労働基準法第２４条で賃金の直接払が定められていますので、原則は通貨（現金）で労働者本人に直接手渡さ
なければなりません。しかし、労働者の過半数で組織する労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場
合は、労働者の過半数を代表する者と書面による協定を結び、個々の労働者の申出又は同意があれば給料の銀
行振込も可能です。

Ｑ　賃金から社宅費等を天引き（控除）して支払うときはどうしたらいいですか？

Ａ　労働基準法第24条で賃金の全額払が定められていますので、原則は賃金全額を労働者に支払わなければなり
ません。ただし、①法令に別段の定めがある場合（所得税や社会保険料等）または②労働者の過半数で組織する労
働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合は、労働者の過半数を代表する者と書面による協定が
ある場合は賃金の一部を控除して支払うことができます。ただし、労使協定があっても組合費や社宅料などの事理明
白なものでなければ控除することは認められません。

Ｑ　労働条件を変更する場合はどのような点を検討すべきですか？

Ａ　賃金を引き下げるなど労働条件を変更する場合は、原則として個別の労働者との合意が必要です。就業規則の
変更によって労働条件を引き下げる場合は、その変更が労働者の受ける不利益の程度、労働条件の変更の必要
性、変更後の就業規則の内容の相当性、労働組合等との交渉の状況などに照らして合理的であり、かつ、労働者
に変更後の就業規則を周知することが必要です（労働契約法第8条～第10条）。

Ｑ　賃金不払残業ってなんですか？

Ａ　賃金不払残業とは、所定労働時間外に労働時間の一部又は全部に対して所定の賃金又は割増賃金を支払う
ことなく労働を行わせることを言います。これは労働基準法に違反する、あってはならないものです。
　なお、法定時間外労働に対する割増賃金の支払は労働基準法第37条で決められています。

Ｑ　会社の都合で労働者を休ませる場合、休んでいる分の補償はどうしたらよいのですか？

Ａ　使用者の責に帰すべき事由による休業の場合、使用者は、休業期間中当該労働者に、その平均賃金の100
分の60以上の手当を支払わなければなりません。
　使用者の責に帰すべき事由とは、地震や災害などの不可抗力による場合を除き、資材が集まらなかったために作
業が出来なかった場合や、機械の故障により休業せざるを得なかった場合など、会社都合によるものを言います。

Q&A
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Ｑ　割増賃金を計算する際の基礎となる賃金は何ですか？

Ａ　割増賃金の計算の基礎となる賃金は、原則として通常の労働時間または労働日の賃金のことであり、すなわち所
定内労働時間内に働いた場合に支払われる賃金です。
　ただし、（１）家族手当、（２）通勤手当、（３）別居手当、（４）子女教育手当、（５）住宅手当、（６）臨時に支払われた賃
金、（７）１ヶ月を超える期間ごとに支払われる賃金については、割増賃金の計算の基礎となる賃金から除外できます。

Ｑ　労働者を解雇するに当たり検討すべき点はどのような点ですか？

Ａ　労働者を解雇する場合は、労働契約法第16条よりその解雇が客観的に合理的な理由があり、社会通念上相
当であると認められるものでなければならないとされています。そして、有期労働契約の場合に解雇するときは、労働契
約法第17条よりやむを得ない事由がある場合でなければできないとされています。 
　また、労働災害で療養のために休業する期間とその後30日間、産前産後休業の期間とその後30日間等労働基
準法や男女雇用機会均等法等の法律により解雇が制限されている場合があります。

Ｑ　解雇する場合は、何日前までに予告する必要がありますか？

Ａ　労働基準法第20条では労働者を解雇する場合、少なくとも30日前の予告を義務付けています。これを解雇予
告と言います。また、この条文では解雇予告をしない場合には30日分以上の平均賃金の支払が必要です。

Ｑ　労働基準法はどのような場合に適用されるのですか？

Ａ　労働基準法は国家公務員等の一部を除いて、パート、アルバイトなども含め日本国内のすべての労働者に原則
適用されます。

Ｑ　労働基準法に違反している契約でも、結んでしまえば有効なのでしょうか？

Ａ　労働基準法第13条は、「この法律で定める基準に達しない労働条件を定める労働契約は、その部分について
は無効とする。」と規定しています。

Ｑ　有期の労働契約を結ぼうと思っているのですが、労働基準法には契約期間の制限はありますか？

Ａ　労働基準法第14条は、専門的労働者等の一部の例外を除いて3年を超えて労働契約を結んではならないと定
めています。なお、1年を超えて3年以内の労働契約を結んだ場合は、働き始めてから１年が経過していれば労働者は
労働基準法第137条の規定により、当面の間はその使用者に申し出ることにより、いつでも退職できることとなって
います。

Ｑ　労務関係の書類をパソコンで作成して保存したいのですが、可能でしょうか？

Ａ　労働基準法第109条では、労働者名簿、賃金台帳、雇入、解雇、災害補償、賃金その他労働関係に関する重
要な書類を3年間保存しなければならない、と定めています。これらの書類をパソコン上で作成して保存するには、次
の要件を満たすことが必要です。
　（１） 法令で定められた要件を具備し、かつそれを画面上に表示し印字することができること。
　（２） 労働基準監督官の臨検時等、直ちに必要事項が明らかにされ、提出し得るシステムとなっていること。
　（３） 誤って消去されないこと。
　（４） 長期にわたって保存できること。

Ｑ　労働基準監督官はどのように監督しているのでしょうか？

Ａ　労働基準監督官は、労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法等の法律に基づき、労働者の法定労働条件や
安全・健康の確保・改善のため定期的に、あるいは労働者からの賃金不払や解雇等の相談を契機として、工場や事業
場等に臨検監督を実施し、関係者に尋問したり、各種帳簿、企画・設備等を検査し、法律違反が認められた場合には、事
業主等に対しその改善を求めたり、行政処分として危険性の高い機械・設備等の使用を禁止する等の職務を行っていま
す。
　なお、事業場のありのままの現状を的確に把握するため、原則予告することなく事業場に監督に伺っているところです。




